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主な分析結果 
 

【全体の損益差額率】 

 一般病院全体は-1.6％の赤字であるが、国公立を除くと1.5％の黒字となる（H30年度加重平均）（３頁）。 

 一般病院全体は前回調査もしくはH29年度と比較してゆるやかな上昇傾向にある（３頁）。 

 一般病院の医療法人は2.8％の黒字であり（H30年度）、H23年度以降、安定的に黒字が続いている（４頁）。 

 国立および公立は、それぞれ－2.3％、－13.2％と赤字幅が大きく（H30年度）、一般病院全体の平均を押し下げている
（４頁）。 

 療養病床60％以上の病院は、全体で4.5％、国公立を除くと4.9％と安定的に黒字を維持している（H30年度）（５頁）。 

 一般診療所は個人、医療法人それぞれ31.8％と6.0％の黒字であった（H30年度）（３頁）。 

 H29年度と比較して、ともに0.1ポイントの減少とほぼ横ばいであった（３頁）。 

 歯科診療所は全体で20.5％の黒字であり（H30年度）、 H29年度と比較して0.3ポイント上昇した（３頁） 。 

 保険薬局は全体では5.5％の黒字であり（H30年度）、H23年度以降安定的に黒字である（３頁）。 

 

【国公立病院と他の開設者の経営状況比較】 

 国公立はそれ以外の一般病院と比較して収益に対する給与費、減価償却費等の割合が高く、高コスト体質である（12頁）。 

 公立は、労働分配率が90.1％と依然として高い水準にあり（H30年度）、赤字の最大要因となっている（16頁）。 

 常勤医療従事者一人あたり付加価値額は個人と社保法人で高く、国立と公立で相対的に低い（H30年度）（15頁）。 

 

【一般診療所の損益差額率】 

 一般診療所では、個人・医療法人ともに有床無床に関わらず黒字である（８頁）。 

 有床の一般診療所は個人、医療法人それぞれ29.9％と4.1％の黒字であった（H30年度）（８頁）。 

 無床の一般診療所は個人、医療法人それぞれ32.0％と6.3％の黒字であった（H30年度）（８頁）。 

 

【保険薬局の損益差額率】 

 法人については同一グループの店舗数が多い薬局ほど損益差額率が高い（９頁）。 

 同一グループ20店舗以上の保険薬局は7.6％の黒字であった（H30年度）（９頁） 。 

 調剤基本料別に見ると、いずれも黒字であり、調剤基本料３－イが9.6％と最も高い水準であった（H30年度）（10頁）。 
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【データ】 

 病院については、医業・介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の医療機関を集計したデータ（集計１）を使用している。 

 病院以外については、調査に回答した全ての医療機関等を集計したデータ（集計２）を使用している。 

 一般診療所と歯科診療所のH27・H28・H29・H30年度の個人および全体の集計は、青色申告者を含むデータを使用している。 

 一部のデータについては、厚生労働省と調整の上使用している。 

【用語】 

 今回調査とは第22回医療経済実態調査（H29・H30年度データ）、前回調査とは同第21回（H27・H28年度データ）、前々回調査とは同第20

回（H25・H26年度データ）を指す。 

 一般診療所の「有床」とは入院診療収益のある診療所、「無床」とは入院診療収益のない診療所と定義した。入院診療収益のない診療所
の中には有床診療所として登録されているものも少数あるが、結果報告データでは参考値となっているため、本分析では入院診療収益
のある診療所のみを「有床」として扱う。 

 収益を、医業収益・介護収益（保険薬局は収益）の合計額と定義した。 

 損益差額率は、損益差額を収益で除した値と定義した。 

 材料費は、診療材料費・医療消耗器具備品費（歯科の場合は歯科材料費） および給食用材料費の合計と定義した。 

 年収は、給料の年（度）額と賞与を合計した金額と定義した。 

 付加価値額は、収益から、医薬品費、材料費、委託費を差し引いた額と定義した 

 付加価値額は自組織で生み出した価値であり、給与や利益の原資となる。本分析では、売上高から外部購入価値（例：材料費、
外注費等）を引く控除方式で算出した。民間企業でいうところの粗利に相当する。医療経済実態調査では支払利息や賃借料の一
部等が不明なため、財務省や経済産業省等の公的統計に使われる加算方式では算出していない。従って、各種公的統計におけ
る他産業の付加価値額・率と本分析の値を直接比較するのは適当ではなく、本分析内での比較にとどめるべきである。 

 付加価値率は、収益（医業収益＋介護収益）に占める付加価値額の割合と定義した。 

 労働分配率は、付加価値額に占める給与費の割合と定義した。 

 変動費とは、費用の中で収益の増減に比例して増減する費用を指し、本分析では医薬品費と材料費の合計とした。 

 固定費とは、費用の中で収益の増減にかかわりなく発生する費用を指し、本分析では変動費を除く費用の合計とした（給与費、減価償却
費等）。 

 損益分岐点収益は、上記の変動費と固定費を前提とした際に収益と医業・介護費用の額が均衡する収益の規模の目安で、固定費÷（１
－（変動費÷収益））の計算式で算出している。 

※上記以外の注釈は末尾を参照のこと。 

本分析における主なデータの出典と用語 
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法人その

他全体 
個人 全体 

参考） 

全体加重

平均 

国公立 

を除く 

参考） 

国公立を

除く加重

平均 

個人 医療法人 全体 個人 医療法人 全体 個人 法人 全体 

一般病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局 

H23年度 -1.0 10.6 -0.9 2.2 28.3 5.7 13.1 25.8 6.8 20.2 10.6 6.3 6.5

H24年度 -0.4 10.1 -0.4 2.7 29.4 6.0 13.7 25.9 6.7 20.3 9.9 5.3 5.5

H25年度 -1.7 7.9 -1.7 -0.8 0.4 0.9 29.8 9.6 16.1 31.3 8.2 23.5 12.8 9.1 9.3

H26年度 -3.2 6.2 -3.1 -2.0 -0.3 0.4 29.3 9.1 15.5 31.3 8.7 23.6 12.4 7.0 7.2

H27年度 -3.8 4.6 -3.7 -2.2 0.4 0.9 30.4 6.8 14.0 28.4 4.8 21.0 9.8 8.3 8.4

H28年度 -4.2 3.1 -4.2 -2.6 0.1 0.6 30.9 6.2 13.8 28.9 5.9 21.6 10.2 7.7 7.8

H29年度 -3.0 2.1 -3.0 -1.9 0.3 1.0 31.9 6.1 13.0 28.0 8.9 20.2 10.7 6.8 6.9

H30年度 -2.7 3.6 -2.7 -1.6 0.9 1.5 31.8 6.0 12.9 28.5 9.1 20.5 9.8 5.4 5.5

H23・H24年度施設数 854 29 883 679 773 862 1,663 492 103 598 78 837 915

H25・H26年度施設数 796 20 816 816 629 629 813 772 1,618 431 109 545 66 845 911

H27・H28年度施設数 870 18 888 888 658 658 837 858 1,744 545 109 654 62 1,028 1,090

H29・H30年度施設数 831 17 848 848 674 674 744 917 1,704 481 141 625 59 979 1,038
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-2.7 -1.6 
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益
差
額
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（
％
）
 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

１． 医療機関別・開設者別 損益差額率の経年変化（H23～30年度） 

Ⅰ 損益差額率の経年比較 
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○一般病院全体は-1.6％の赤字であるが、国公立を除くと1.5％の黒字となり（H30年度加重平均）、前回調査もしくはH29年度と比較してゆ
るやかな上昇傾向にある。 

○一般診療所は個人、医療法人それぞれ31.8％と6.0％の黒字であった（H30年度）。H29年度と比較して、ともに0.1ポイントの減少とほぼ横
ばいであった。 

○歯科診療所は全体で20.5％の黒字であり（H30年度）、 H29年度と比較して0.3ポイント上昇した。 

○保険薬局は、大型門前薬局に対する調剤基本料の評価が見直されたこと等から法人を中心にH29年度と比較して損益差額率が低下し
たが、全体では5.5％の黒字であり（H30年度）、H23年度以降安定的に黒字である。 

注） 公立病院のH23～25年度は、旧基準のデータ。 

  

 (１)一般病院、一般診療所、歯科診療所、保険薬局 



１． 医療機関別・開設者別 損益差額率の経年変化（H23～30年度） 
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○一般病院の医療法人は2.8％の黒字であり（H30年度）、H23年度以降、安定的に黒字が続いている。 

○国立および公立は、それぞれ-2.3％、-13.2％と赤字幅が大きく（H30年度）、一般病院全体の平均を押し下げている。 

○公立病院が有効回答施設数に占める割合（18％）と日本全国の施設数に占める割合（12％）には1.5倍の開きがあり、加重平
均で構成割合を補正しない「全体」の損益差額率の値は公立病院の影響を過大に反映している。 

注） 公立病院のH23～25年度は、旧基準のデータ。 

  

 (２)一般病院の開設者別 

医療法人 国立 公立 公的 社保法人 その他 個人 
国公立 

を除く 

参考） 

国公立を除く

加重平均 

全体 

参考） 

全体加重平

均 

一般病院 

H23年度 4.3 -0.5 -6.5 0.3 0.6 -0.6 10.6 2.2 -0.9

H24年度 4.4 -0.1 -5.8 0.9 0.0 1.3 10.1 2.7 -0.4

H25年度 2.1 3.3 -8.3 -0.7 -0.1 -1.0 7.9 0.4 0.9 -1.7 -0.8

H26年度 2.0 -0.3 -11.3 -2.4 -0.4 -1.5 6.2 -0.3 0.4 -3.1 -2.0

H27年度 2.1 -1.3 -12.8 -1.2 -0.9 -0.9 4.6 0.4 0.9 -3.7 -2.2

H28年度 1.8 -1.9 -13.7 -0.9 -2.5 -1.2 3.1 0.1 0.6 -4.2 -2.6

H29年度 2.6 -2.1 -13.0 -1.4 -1.2 -0.9 2.1 0.3 1.0 -3.0 -1.9

H30年度 2.8 -2.3 -13.2 -0.3 1.0 -0.4 3.6 0.9 1.5 -2.7 -1.6

H23・H24年度施設数 471 27 177 51 14 114 29 679 883

H25・H26年度施設数 419 32 155 64 13 113 20 629 629 816 816

H27・H28年度施設数 455 46 184 66 13 106 18 658 658 888 888

H29・H30年度施設数 443 22 152 56 7 151 17 674 674 848 848
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H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 



療養病床 

60%以上 

療養病床を 

有しない 
DPC対象病院 特定機能病院 こども病院 

療養病床 

60%以上 

療養病床を 

有しない 
DPC対象病院 特定機能病院 

一般病院 

全体 

一般病院 

（国公立を除く） 

H23年度 6.5 - 2.1 - 1.1 - 8.4 -11.1 7.1 0.9 1.4 - 4.7

H24年度 6.3 - 1.2 - 0.1 - 5.5 -10.4 6.9 2.0 2.4 0.0

H25年度 4.6 - 2.2 - 1.6 - 6.4 -14.4 4.9 - 0.1 - 0.1 0.2

H26年度 4.9 - 3.9 - 3.3 - 8.5 -17.9 5.3 - 0.9 - 1.2 - 1.7

H27年度 6.4 - 4.3 - 3.9 - 6.2 -12.0 6.7 - 0.3 - 0.3 - 1.4

H28年度 5.7 - 4.9 - 4.4 - 5.8 -12.8 6.0 - 0.5 - 0.4 - 1.4

H29年度 4.6 - 3.8 - 3.2 - 5.7 -12.6 4.8 - 0.5 - 0.2 - 1.6

H30年度 4.5 - 3.4 - 2.8 - 6.0 -11.6 4.9 0.2 0.6 - 2.5

H23・H24年度施設数 151 500 248 75 20 144 338 151 26

H25・H26年度施設数 139 491 268 80 19 134 338 183 27

H27・H28年度施設数 126 567 315 81 24 123 383 194 27

H29・H30年度施設数 144 501 283 83 20 141 367 192 29

  4.5  

- 3.4  - 2.8  

- 6.0  

-11.6  

  4.9  

  0.2    0.6  

- 2.5  

-20.0
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損
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％
）
 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

２． 医療機関別の分析 

 (１)一般病院  

  ①機能別 損益差額率の経年変化（H23～30年度） 

○ 国公立を除く一般病院では、特定機能病院を除いて0.2～4.9％の黒字であった（H30年度）。 

○ 療養病床60％以上の病院は、全体で4.5％、国公立を除くと4.9％と安定的に黒字である（H30年度）。 

○ 療養病床を有しない病院およびDPC対象病院は、全体、国公立を除く場合ともに前回調査もしくはH29年度と比較すると改善傾向にある。 

○ こども病院は-11.6％の赤字であったが（H30年度）、前々回調査以降からの経年で見ると改善基調にある。 
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医療法人 国 立 公 立  公 的 社保法人 その他 

DPC対象病院 

H23年度 3.2 1.2 - 4.2 1.6 0.9 - 0.4

H24年度 3.7 2.0 - 3.3 2.3 0.2 2.0

H25年度 1.8 6.5 - 6.1 - 0.4 0.5 - 1.2

H26年度 0.9 1.2 - 8.5 - 2.1 0.3 - 1.8

H27年度 1.6 - 1.6 -10.4 - 1.0 - 1.3 - 0.8

H28年度 1.4 - 2.1 -11.5 - 0.7 - 3.0 - 1.0

H29年度 2.8 - 1.6 -10.4 - 0.9 - 0.3 - 0.8

H30年度 2.9 - 1.7 -10.7 0.2 1.6 - 0.2

H23・H24年度施設数 63 14 83 31 11 46

H25・H26年度施設数 67 11 74 49 8 58

H27・H28年度施設数 71 28 93 52 9 62

H29・H30年度施設数 57 19 72 44 5 86
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H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

〇 DPC対象病院の医療法人、公的、社保法人はそれぞれ2.9％、0.2％、1.6％の黒字であった（H30年度）。 

〇 公的と社保法人はH29年度は赤字であったものの、H30年度はそれぞれ1.1ポイントと1.9ポイント上昇し、黒
字に転換した。 

 (１)一般病院  

  ②DPC対象病院の開設者別 損益差額率の経年変化（H23～30年度） 
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２． 医療機関別の分析 



20～49床 50～99床 100～199床 200～299床 300～499床 500床以上 20～49床 50～99床 100～199床 200～299床 300～499床 500床以上 

一般病院 公立病院を除く一般病院 

H23年度 -2.6 0.6 0.3 -1.9 -1.3 -1.3 2.2 2.1 2.8 1.9 0.7 2.4

H24年度 -2.2 0.5 0.7 -2.4 -0.3 -0.2 3.1 2.2 3.6 1.5 1.6 3.1

H25年度 -2.6 -2.7 -0.9 -1.0 -2.0 -1.7 0.2 0.6 1.5 1.6 0.7 -0.4

H26年度 -3.6 -3.8 -1.1 -2.1 -4.2 -3.3 -0.2 0.7 1.3 0.5 -1.0 -1.2

H27年度 -1.7 -2.6 -2.9 -2.3 -4.4 -4.3 1.1 0.7 1.4 0.8 -1.1 -0.0

H28年度 -3.2 -3.0 -3.2 -3.3 -4.6 -4.9 -0.4 0.4 1.2 -0.0 -0.9 -0.3

H29年度 -4.6 -3.7 -1.7 -4.0 -2.6 -4.0 0.8 0.8 0.8 0.9 0.1 -1.6

H30年度 -4.2 -3.5 -1.3 -3.7 -2.0 -3.9 0.9 0.6 1.2 1.4 0.9 -1.0

H23・24年度施設数 98 220 277 109 123 56 85 200 230 83 77 31

H25・26年度施設数 86 207 235 90 146 52 75 172 207 72 105 30

H27・28年度施設数 104 197 263 105 161 49 93 168 215 84 114 24

H29・30年度施設数 92 206 282 89 130 38 80 177 243 67 98 23
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H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

 (１)一般病院  

  ③病床規模別 損益差額率の経年変化（H23～30年度） 

7 

○ 一般病院全体では病床規模に関わらず赤字であるものの、公立病院を除くと、500床以上を除き0.6～1.4％の黒字であった
（H30年度）。 

○ 公立病院を除く一般病院ではほぼ全ての病床規模（50～99床以外）について、H30年度はH29年度と比較して損益差額率が
改善した。 

○ 一般病院のH26年度以降の損益差額率はH25年度と比較して大きく低下している。 

２． 医療機関別の分析 



 （２）一般診療所 

   ①開設者別・有床無床別 損益差額率の経年変化（H23～30年度） 

○ 一般診療所では、個人・医療法人ともに有床無床に関わらず黒字である。 

○ 有床の一般診療所は個人、医療法人それぞれ29.9％と4.1％の黒字であった（H30年度）。 

○ 無床の一般診療所は個人、医療法人それぞれ32.0％と6.3％の黒字であった（H30年度）。 

8 
注）  H27年度以降は青色申告込の数値を採用。 

個人 

（有床） 

個人 

（無床） 

個人 

（全体） 

医療法人 

（有床） 

医療法人 

（無床） 

医療法人 

（全体） 

全体 

（有床） 

全体 

（無床） 

全体 

（全体） 

H23年度 22.0 29.1 28.3 5.6 5.8 5.7 9.0 13.9 13.1

H24年度 21.8 30.4 29.4 5.1 6.2 6.0 8.7 14.8 13.7

H25年度 21.0 30.6 29.8 11.4 9.2 9.6 12.8 16.6 16.1

H26年度 20.0 30.2 29.3 10.7 8.8 9.1 11.7 16.1 15.5

H27年度 17.6 31.4 30.4 7.9 6.5 6.8 8.7 14.9 14.0

H28年度 19.1 31.8 30.9 6.9 6.0 6.2 8.2 14.8 13.8

H29年度 31.4 32.0 31.9 6.1 6.2 6.1 10.2 13.5 13.0

H30年度 29.9 32.0 31.8 4.1 6.3 6.0 8.3 13.5 12.9

H23・H24年度施設数 40 733 773 90 772 862 131 1,532 1,663

H25・H26年度施設数 30 783 813 56 716 772 89 1,529 1,618

H27・H28年度施設数 42 795 837 84 774 858 130 1,614 1,744

H29・H30年度施設数 25 719 744 76 841 917 103 1,601 1,704
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H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

２． 医療機関別の分析 



 （３）保険薬局 

   ①開設者別・店舗数別 損益差額率の経年変化（H23～30年度） 

○ 保険薬局は個人、法人全体それぞれ9.8％、5.4％の黒字であった（H30年度）。 

○ 法人については同一グループの店舗数が多い薬局ほど損益差額率が高く、同一グループ20店舗以上の保険薬局は7.6％
の黒字であった（H30年度）。 

○ 同一グループ20店舗以上の調査回答施設数が年々増加しており、大規模化が進んでいることがうかがわれる（H28年度
以前は同一法人） 。 

9 

個人 法人全体 法人1店舗 法人2～5店舗 法人6～19店舗 法人20店舗以上 

H23年度 10.6 6.3 2.3 4.4 8.5 9.3

H24年度 9.9 5.3 1.8 3.5 7.0 8.4

H25年度 12.8 9.1 1.7 7.1 9.7 13.4

H26年度 12.4 7.0 - 0.0 3.9 10.0 11.9

H27年度 9.8 8.3 4.8 4.4 8.9 12.8

H28年度 10.2 7.7 3.8 4.0 8.3 12.1

H29年度 10.7 6.8 1.9 3.9 8.3 8.9

H30年度 9.8 5.4 1.2 2.0 7.2 7.6

H23・H24年度施設数 78 837 46 467 163 161

H25・H26年度施設数 66 845 18 499 153 175

H27・H28年度施設数 62 1,028 32 496 192 308

H29・H30年度施設数 59 979 94 368 174 343
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H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

注）  店舗数はH28年度以前は同一法人の店舗数、H29年度以降は同一グループの店舗数。 

２． 医療機関別の分析 



調剤基本

料1 

調剤基本

料2 

調剤基本

料3 

調剤基本

料3－イ 

調剤基本

料3－ロ 
診療所前 

中小病院

（500床未

満）前 

大病院

（500床以

上）前 

病院敷地

内 

診療所敷

地内 

医療モー

ル内 
左記以外 全体 

H27年度 8.0 10.3 9.9 7.3 8.8 12.9 18.2 10.9 12.2 6.7 8.4

H28年度 7.5 10.2 8.8 6.2 8.4 12.8 14.9 10.2 12.9 7.1 7.8

H29年度 6.2 7.1 11.0 7.1 7.1 6.0 5.1 4.4 12.5 8.6 7.6 6.9

H30年度 5.4 3.1 9.6 4.2 6.0 3.5 2.5 3.7 11.5 5.6 7.4 5.5

H27・H28年度施設数 952 48 89 634 163 31 4 8 30 220 1,090

H29・H30年度施設数 826 53 69 89 590 165 35 3 5 42 198 1,038
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

 （３）保険薬局 

   ②調剤基本料別、立地別 損益差額率の経年変化（H27～30年度） 

○ 調剤基本料別に見ると、いずれも黒字であり、調剤基本料３-イが9.6％と最も高い水準であった（H30年度）。 

○ H30年度改定を受けて調剤基本料２もしくは３-ロを算定している薬局はH29年度からそれぞれ4.0ポイントと2.9ポイント低下した。 

○ 調剤基本料３-イの薬局は大型門前薬局であるにも関わらず、H30年度はH29年度と比較して1.4ポイントの低下にとどまった。 

○ 立地別に見ると、病院前と病院敷地内の薬局と比較して、診療所前、診療所敷地内、医療モール内の損益差額率が高い傾向にある
（H30年度）。 

10 注） H30年度診療報酬改定により、調剤基本料3は、調剤基本料3-イと調剤基本料3-ロに細分化された。 

  

２． 医療機関別の分析 



診療所前 

中小病院

（500床未

満）前 

大病院

（500床以

上）前 

医療モー

ル内 
左記以外 診療所前 

中小病院

（500床未

満）前 

大病院

（500床以

上）前 

診療所敷

地内 

医療モー

ル内 
左記以外 診療所前 

中小病院

（500床未

満）前 

大病院

（500床以

上）前 

診療所敷

地内 
左記以外 

80%未満 80%～95%未満 95%以上 

H27年度 6.5 10.6 24.8 12.4 6.6 7.7 7.4 16.1 15.3 4.3 8.1 9.4 7.2 9.9 12.4

H28年度 5.1 9.9 25.6 13.0 7.6 6.7 7.1 16.2 14.8 4.0 7.0 9.0 6.1 10.5 8.7

H29年度 7.2 5.6 1.8 9.3 8.0 6.4 6.8 6.2 1.6 4.6 8.0 5.0 4.5 8.2

H30年度 6.4 6.1 -0.0 5.9 8.0 5.0 1.9 3.0 2.9 3.4 6.9 3.2 2.6 8.0

H27・28施設数 199 39 7 29 165 230 79 13 3 0 30 205 45 11 3 25

H29・30施設数 186 47 6 35 156 260 73 19 7 29 144 45 10 13

6.4 6.1 5.9 

8.0 

5.0 

1.9 
3.0 2.9 3.4 

6.9 

3.2 
2.6 

8.0 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

損
益
差
額
率
（
％
）
 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

-0.0 

 （３）保険薬局 

   ③立地別・処方箋集中率別 損益差額率の経年変化（H27～30年度） 

○ 処方箋集中率が80％未満の保険薬局では、大病院前以外で損益差額率が５％以上の黒字である（H30

年度）。 

○ 処方箋集中率80％以上だと、中小病院前、大病院前などで損益差額率が２～３％となる（H30年度）。 
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２． 医療機関別の分析 
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Ⅱ 費用構造、付加価値額・率、労働分配率の比較 

１． 医業・介護費用の構成比率と損益差額率 

 （１）医療機関別 医業・介護費用の構成比率と損益差額率（H27～30年度） 

○ 国公立は収益に対する給与費、減価償却費等の割合が高く、高コスト体質である。それ以外の一般病院と比較して給与費率、減価償却
費率がそれぞれ4.1ポイント、2.5ポイント高い（H30年度）。 

○ 一般診療所は、H29年度と比較してH30年度の給与費が0.1ポイント上昇したが、医薬品費率が0.4ポイント低下したこと等により損益差額
率はほぼ横ばいであった。 

○ 歯科診療所は、前回調査と比較して材料費やその他の費用の率が低下したことで、損益差額率が改善した。 

○ 保険薬局では、医薬品費率が66.5％を占めており（H30年度）、H29年度と比較して0.5ポイント上昇した。 

H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30

全 体 国公立を除く 国公立 

一般病院 
一般診療所 

(医療法人） 

歯科診療所 

（医療法人） 

保険薬局 

（法人） 

その他の費用 11.7 11.5 11.9 11.9 12.3 12.2 12.2 12.0 10.6 10.4 11.4 11.7 18.9 19.0 19.0 19.4 24.1 23.6 21.5 21.3 8.4 8.5 9.3 9.6

材料費 10.1 10.2 10.2 10.1 9.9 10.0 9.8 9.8 10.5 10.6 11.2 11.0 3.7 3.8 3.8 3.8 8.1 8.0 6.8 7.0

医薬品費 13.9 13.5 12.5 12.5 13.1 12.7 11.9 11.8 15.0 14.9 14.0 14.1 13.3 13.1 12.9 12.5 1.0 0.9 0.9 0.9 65.4 65.4 66.0 66.5

減価償却費 6.3 6.3 5.9 5.7 5.2 5.1 5.1 5.0 8.1 8.1 7.8 7.5 3.7 3.5 3.4 3.4 4.2 4.3 4.7 4.3 1.0 1.0 1.0 1.0

委託費 6.6 6.7 6.6 6.7 5.7 5.7 6.0 6.0 8.1 8.3 8.1 8.4 3.8 3.8 4.1 4.3 8.2 8.1 7.1 7.3 0.3 0.3 0.4 0.5

給与費 55.1 56.0 55.8 55.7 53.4 54.2 54.6 54.5 57.9 58.9 58.6 58.6 49.9 50.6 50.6 50.7 49.8 49.2 50.2 50.2 16.6 17.1 16.5 17.1

損益差額率 -3.7 -4.2 -3.0 -2.7 0.4 0.1 0.3 0.9 -10.2 -11.1 -11.0 -11.2 6.8 6.2 6.1 6.0 4.8 5.9 8.9 9.1 8.3 7.7 6.8 5.4

減価償却費+ 

損益差額率 
2.6 2.1 2.9 3.1 5.6 5.3 5.4 5.9 -2.1 -3.0 -3.2 -3.7 10.4 9.7 9.6 9.3 8.9 10.2 13.6 13.4 9.3 8.7 7.8 6.4
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損益差額率 
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１． 医業・介護費用の構成比率と損益差額率 

 （２）一般病院・開設者別 医業・介護費用の構成比率と損益差額率（H27～30年度） 

○ 公立病院は、給与費率が60.0％と依然として高い水準にあり、公的病院の給与費率50.8％と大きな開きがある（H30年度）。 

○ 医療法人の給与費率はH29年度と比較して0.4ポイント上昇したが、医薬品費率等が低下したことで黒字が拡大した（H30年
度）。 

H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30

医療法人 国立 公立 公的 社保法人 その他 個 人 

一般病院 

その他の費用 14.3 14.1 14.2 13.9 9.9 9.8 10.5 11.5 10.8 10.5 11.6 11.7 9.5 9.3 9.4 9.4 10.7 10.8 10.8 10.3 11.9 11.9 11.8 11.9 15.4 15.4 14.7 14.7

材料費 9.7 9.8 9.0 9.0 10.5 10.6 11.8 11.6 10.5 10.6 11.0 10.8 10.0 10.1 11.0 10.8 8.9 9.1 11.5 11.6 10.3 10.3 9.9 9.9 5.7 6.2 8.1 7.9

医薬品費 9.9 9.5 8.5 8.1 14.8 15.2 14.8 15.0 15.1 14.8 13.8 13.9 17.1 16.9 17.9 17.7 21.8 20.0 14.3 13.9 13.1 12.5 11.7 11.7 10.3 10.0 7.3 7.0

減価償却費 4.5 4.4 4.0 3.9 6.6 6.6 5.1 4.9 8.5 8.6 8.4 8.1 6.0 5.8 5.8 5.7 5.1 5.2 5.9 5.2 5.7 5.8 5.8 5.6 2.7 2.7 4.0 3.7

委託費 5.1 5.1 5.5 5.5 5.6 5.9 6.4 6.7 8.8 9.0 8.5 8.8 5.7 5.8 6.0 5.9 5.9 5.5 7.8 7.7 6.7 6.7 6.4 6.4 5.7 6.0 5.9 5.6

給与費 54.5 55.3 56.3 56.7 53.9 53.8 53.4 52.7 59.0 60.4 59.7 60.0 52.7 53.1 51.3 50.8 48.5 51.9 50.8 50.3 53.2 54.0 55.2 54.9 55.5 56.7 58.1 57.6

損益差額率 2.1 1.8 2.6 2.8 -1.3 -1.9 -2.1 -2.3 -12.8 -13.7 -13.0 -13.2 -1.2 -0.9 -1.4 -0.3 -0.9 -2.5 -1.2 1.0 -0.9 -1.2 -0.9 -0.4 4.6 3.1 2.1 3.6

減価償却費+ 

損益差額率 
6.6 6.2 6.6 6.8 5.3 4.7 3.0 2.6 -4.3 -5.2 -4.6 -5.1 4.9 4.9 4.4 5.4 4.2 2.7 4.7 6.2 4.8 4.5 4.9 5.2 7.3 5.8 6.0 7.3
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給与費 委託費 減価償却費 医薬品費 材料費 その他の費用 損益差額率 減価償却費+ 

損益差額率 



国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

国公立

のみ 

国公立

除く 

特定機能病院 DPC対象病院 
療養病床60％以上 

の一般病院 
精神科病院 

一般病院 

20～49床 

一般病院 

50～99床 

一般病院 

100～199床 

一般病院 

200～299床 

一般病院 

300～499床 

一般病院 

500床以上 

その他の経費 9.1 8.6 11.3 11.2 20.5 13.6 9.8 13.4 18.9 16.0 16.6 14.3 12.4 13.3 12.9 12.0 11.1 10.9 11.1 10.1

材料費 14.8 14.2 11.7 11.1 9.5 5.4 1.7 4.0 5.8 8.6 7.2 8.8 6.9 8.6 9.8 9.3 11.1 10.5 12.7 11.5

医薬品費 25.0 25.3 14.6 13.7 4.7 5.6 6.5 6.3 12.4 11.4 10.3 7.9 10.7 8.7 10.6 9.2 13.7 13.8 16.9 17.1

減価償却費 9.2 6.1 7.2 5.4 8.5 4.0 10.8 4.0 11.7 4.4 13.5 4.0 8.3 4.3 7.0 5.0 7.2 5.3 7.3 6.1

委託費 7.3 6.8 8.1 6.0 12.6 5.5 11.7 5.6 17.4 5.7 11.2 6.2 10.7 5.5 9.5 5.6 7.8 5.9 7.5 7.3

給与費 43.2 41.4 56.1 52.0 93.0 61.1 86.0 64.2 96.6 53.0 76.9 58.1 70.2 58.1 65.4 57.1 58.3 52.3 51.1 49.2

損益差額率 -8.6 -2.5 -8.8 0.6 -48.7 4.9 -26.5 2.6 -62.8 0.9 -35.7 0.6 -19.3 1.4 -15.2 1.7 -9.3 1.2 -6.6 -1.2

減価償却費+ 

損益差額率 
0.6 3.6 -1.7 5.9 -40.3 8.9 -15.7 6.5 -51.1 5.3 -22.3 4.6 -11.0 5.7 -8.2 6.7 -2.1 6.5 0.7 4.9
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給与費 委託費 減価償却費 医薬品費 材料費 その他の経費 損益差額率 減価償却費+ 

損益差額率 

１． 医業・介護費用の構成比率と損益差額率 

 （３）病院・機能別・病床規模別 医業・介護費用の構成比率と損益差額率（H30年度）  

○ 病院の機能別および一般病院の病床規模別に国公立とそれ以外の施設の費用構造を比較すると、国公立における給与費率や減価償却費率
等の高さが損益差額率に影響していることが分かる。 

○ 療養病床60％以上の一般病院、精神科病院、および200床未満の小規模の病院においては国公立とそれ以外の施設を比較すると、給与費率
の差が10ポイント以上と顕著である。 

○ 減価償却費率は、療養病床60％以上の一般病院、精神科病院、および200床未満の小規模の病院において国公立とそれ以外の施設を比較
すると約２～３倍の開きがある。 

14 
注） 国公立のみの集計値の一部は、全体および国公立を除く集計の各収益および費用の値と施設数から算出した。 



医療法人 国立 公立 公的 社保法人 その他 個人 全体 

一般病院 

常勤医療従事者1人あたり付加価値額 H27年度 12,635 12,389 11,827 12,291 14,627 11,840 14,477 12,227

常勤医療従事者1人あたり付加価値額 H28年度 12,396 12,038 11,696 12,117 14,437 11,734 13,969 12,042

常勤医療従事者1人あたり付加価値額 H29年度 12,511 12,058 12,055 12,184 13,045 11,859 13,682 12,138

常勤医療従事者1人あたり付加価値額 H30年度 12,473 12,206 12,028 12,535 13,186 11,868 13,956 12,178

付加価値率 H27年度 75.3% 69.1% 65.6% 67.1% 63.4% 69.9% 78.2% 69.4%

付加価値率 H28年度 75.6% 68.3% 65.7% 67.2% 65.3% 70.4% 77.9% 69.6%

付加価値率 H29年度 77.0% 67.0% 66.7% 65.1% 66.3% 71.9% 78.8% 70.6%

付加価値率 H30年度 77.4% 66.8% 66.6% 65.6% 66.8% 71.9% 79.5% 70.7%
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２． 付加価値額・率 

 （１）一般病院・開設者別  付加価値率、常勤医療従事者1人あたり付加価値額（H27～30年度） 

15 注）1．本分析では付加価値額＝収益－（医薬品費＋材料費＋委託費）と定義している。 

注）2．付加価値率＝付加価値額÷収益 

○ 常勤医療従事者一人あたり付加価値額は個人と社保法人で高く（それぞれ1,396万円、1,319万円）、国立と公立で相対的に低い（それ
ぞれ1,221万円、1,203万円、いずれもH30年度）。 

○ 付加価値額は収益から医薬品費、材料費、委託費を差し引いた額（自組織で生み出した価値）であり、損益上の観点のみからいえば、
公立は社保法人等と比較して平均して生産性が低いことが課題といえる。 

100床あたり 

常勤医療従事者数（人） 

H27年度 89.80  98.30  110.80  131.90  116.60  119.80  51.60  106.40  

H28年度 91.90  101.10  113.60  135.10  120.50  121.80  52.00  108.90  

H29年度 88.10  114.50  113.90  142.00  129.10  130.60  53.80  111.70  

H30年度 90.20  115.80  116.60  142.80  134.30  133.90  53.00  114.10  

常勤医療従事者 

1人あたり収益（千円） 

H27年度 16,782  17,931  18,042  18,318  23,065  16,935  18,506  17,625  

H28年度 16,407  17,615  17,797  18,018  22,093  16,676  17,938  17,307  

H29年度 16,244  18,005  18,069  18,705  19,677  16,488  17,370  17,191  

H30年度 16,125  18,273  18,070  19,113  19,729  16,496  17,549  17,219  



   

３． 労働分配率 

 （１）医療機関別・開設者別 労働分配率の経年変化（H23～30年度） 

16 注）労働分配率とは、生み出した付加価値額のうちどの程度を給与費に充てているかを表した指標であり、本分析では労働分配率＝給与費÷付加価値額。 

○ 一般病院の労働分配率はいずれの開設者についても70％超となっており、生み出した付加価値の７割超が給与費に充てられている
状況にある（H30年度）。 

○ 特に公立は、労働分配率が90.1％と依然として高い水準にあり（H30年度）、赤字の最大要因となっている。 

○ 一般診療所、歯科診療所の労働分配率はそれぞれ63.9％、59.1％で、H29年度からほぼ横ばいであった（H30年度）。 

○ 保険薬局の労働分配率は51.8％で、H29年度から2.7ポイント上昇したが、経年で見るとほぼ横ばいで推移している（H30年度）。 

医療法人 国立 公立 公的 社保法人 その他 
国公立 

を除く 

法人その他

全体 

一般病院 
一般診療所 

（医療法人） 

歯科診療所 

（医療法人） 

保険薬局 

（法人） 

H23年度 70.3 75.1 84.2 76.2 70.5 77.2 72.9 76.7 62.9 63.6 52.3

H24年度 71.1 74.4 83.1 75.5 72.2 75.6 73.0 76.4 63.1 63.6 54.3

H25年度 72.7 71.7 86.4 78.1 76.3 76.2 75.1 77.8 60.7 60.1 48.8

H26年度 72.9 75.7 89.2 80.0 76.1 76.8 75.8 79.2 61.1 59.3 51.8

H27年度 72.3 78.0 90.0 78.6 76.5 76.1 74.9 79.5 63.0 60.1 48.5

H28年度 73.2 78.8 91.8 78.9 79.4 76.7 75.7 80.6 63.8 59.2 49.9

H29年度 73.1 79.8 89.5 78.7 76.6 76.7 75.6 79.0 63.9 58.8 49.1

H30年度 73.2 78.9 90.1 77.4 75.3 76.4 75.3 78.8 63.9 59.1 51.8
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４． 職員給与の比較 

 （１）一般病院病院長（開設者別）と一般診療所院長の平均年収比較（H23～30年度） 

17 

○ 一般病院病院長の平均年収は、開設者別に見ると最低1,918万円～最高3,042万円であった（H30年度）。 

○ 公立は過去調査からの経年で見て損益差額率が悪化基調にあるものの、病院長の平均年収は2,131万円とH23年度以降で
最高となった（H30年度）。 

○ 一般診療所院長の平均年収は、有床が3,466万円、無床が2,745万円であり、H29年度と比較してほぼ横ばいであった（H30

年度）。 

有床 無床 

医療法人 その他 公的 公立 国立 社保法人 医療法人 

一般病院病院長 一般診療所院長 

H23年度 3,045 2,313 2,135 2,043 2,039 1,765 3,357 2,763

H24年度 3,098 2,337 2,220 2,070 1,964 1,789 3,440 2,721

H25年度 2,926 2,353 2,107 2,050 1,784 1,684 3,903 2,844

H26年度 2,930 2,363 2,134 2,069 1,934 1,630 3,942 2,825

H27年度 3,141 2,480 2,202 2,044 1,977 1,876 3,939 2,691

H28年度 3,161 2,459 2,246 2,065 1,972 1,925 3,741 2,690

H29年度 3,059 2,485 2,191 2,105 1,958 2,156 3,482 2,761

H30年度 3,042 2,490 2,241 2,131 1,918 2,153 3,466 2,745
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４． 職員給与の比較 

 （２）一般診療所院長（医療法人）と一般病院の主な医療従事者の平均年収比較（H23～30年度） 

○ 一般診療所の院長、一般病院医師の平均年収はそれぞれ2,807万円、1,491万円であった（H30年度）。 

○ 一般病院の看護職員の平均年収は507万円と（H30年度）、過去調査からの経年で見て上昇傾向にある。 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

一般診療所 院長 平均年収額（万円） 2,819 2,787 2,928 2,914 2,813 2,794 2,823 2,807

一般病院 医師 平均年収額（万円） 1,495 1,507 1,452 1,456 1,486 1,488 1,491 1,491

一般病院 薬剤師 平均年収額（万円） 568 562 551 558 566 566 557 559

一般病院 看護職員 平均年収額（万円） 494 495 492 497 505 507 505 507

一般病院 医療技術員 平均年収額（万円） 478 475 472 474 478 479 464 465

一般診療所 院長 平均年収指数（H23年度=100） 100.0 98.9 103.9 103.4 99.8 99.1 100.1 99.6

一般病院 医師 平均年収指数（H23年度=100） 100.0 100.8 97.1 97.4 99.4 99.5 99.7 99.7

一般病院 薬剤師 平均年収指数（H23年度=100） 100.0 99.0 97.1 98.2 99.7 99.7 98.2 98.4

一般病院 看護職員 平均年収指数（H23年度=100） 100.0 100.1 99.7 100.5 102.3 102.7 102.3 102.7

一般病院 医療技術員 平均年収指数（H23年度=100) 100.0 99.4 98.8 99.2 99.9 100.2 97.2 97.3
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職種 

平均年収の範囲 注）1. 平均年収 参考値 

平均年収最小の集計単位（A） ～ 平均年収最大の集計単位（B） 
範囲 注)2. 

(B)-(A) 
病院 全体 診療所 全体 歯科 全体 薬局 全体 

院長 診療所_無床_その他 1,669 ～ 診療所_有床_全体 3,467 1,799 2,675 2,763 - - 

医師 診療所_有床_個人 779 ～ 病院_医療法人 1,641 862 1,491 1,063 - - 

歯科院長 歯科_全体 1,413 ～ 歯科_医療法人 1,430 17 - - 1,413 - 

歯科医師 歯科_医療法人 564 ～ 病院_公的 1,410 846 1,210 573 618 - 

管理薬剤師 薬局_20店舗以上 680 ～ 薬局_1店舗 825 145 - - - 752 

薬剤師 薬局_1店舗 445 ～ 診療所_無床_医療法人 1,053 608 559 930 - 474 

看護職員 診療所_無床_個人 348 ～ 診療所_有床_その他 597 248 507 386 - - 

看護補助 診療所_無床_個人 215 ～ 病院_社保法人 367 152 302 239 - - 

医療技術員 診療所_有床_個人 388 ～ 診療所_有床_その他 688 300 465 434 - - 

歯科衛生士 歯科_個人 288 ～ 病院_国立 458 170 388 - 293 - 

歯科技工士 歯科_個人 392 ～ 病院_公立 659 268 556 - 398 - 

事務職員 薬局_個人 235 ～ 病院_国立 596 360 421 302 249 261 

役員 歯科_医療法人 373 ～ 病院_公立 1,665 1,291 1,196 506 373 502 
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４． 職員給与の比較 

 （３）同一職種内の平均年収の範囲（H30年度） 

○ 同一職種内においても、職員の所属する開設者等の別によって、平均年収に差がある。 

○ 各職種の平均年収の最高額は、院長3,467万円、役員1,665万円、医師1,641万円、歯科院長1,430万円、
歯科医師1,410万円、薬剤師1,053万円、医療技術員688万円、看護職員597万円であった（H30年度）。 

○ 平均年収最高額と最低額の差が大きい職種としては、順に院長、役員、医師、歯科医師、薬剤師が挙げ
られる。 

（単位：万円） 

注）1. 平均年収の範囲の最大・最小は、集計表が存在する集計単位を対象とした場合における最大・最小である。対象となる集計単位は以下の通り。 

    病院（国立、公立、公的、社保法人、医療法人、その他、法人その他全体、個人、全体）、診療所（有床 個人、有床 医療法人、有床 その他、有床 全体、無床 個人、無床 医療法人、無床 その他、無床 全体、 

    全体 個人、全体 医療法人、全体 その他、全体）、歯科（個人、医療法人、その他、全体）、保険薬局（個人、法人、1店舗、2～5店舗、6～19店舗、20店舗以上、全体）。 

注）2. 端数の処理の関係で、「範囲」の列は必ずしも表中の(B)－(A)の値と一致しない。 



Ⅲ 次回調査に向けた意見 

 報告書において、加重平均値を併記する項目を拡大すべきである。 

 一般診療所、歯科診療所および保険薬局それぞれの「全体」、ならび
に報告書「（23）資産・負債の状況」等にも加重平均値を併記すべき
である。 

 

 「（23）資産・負債の状況」については国公立を除く値も併記すべきであ
る。 

 

 次回調査においては、医療機関の稼働状況と損益の関係性をより分析し
やすいように、入院延べ患者数および外来延べ患者数を調査票の項目
に追加してはどうか。 
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１． 概算医療費の長期推移（ H17年度＝100とした場合の指数の推移。H17～30年度。） 

注）厚生労働省 概算医療費データベース（医療機関種類別）の年次データを用いた。 

Ⅳ 参考資料 
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○ 概算医療費は増加を続けており、H17～30年度の間に31%増加した。 

○ 保険薬局の医療費はH27年度以降、伸びが頭打ちとなっている。 

○ 病院、一般診療所の整形外科および眼科の医療費は依然として大きく伸びている。 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

保険薬局 100 103 113 118 128 132 143 145 153 157 171 163 168 163

外来＋調剤 100 101 104 106 111 113 118 119 123 125 132 129 132 131

概算医療費 100 100 103 105 109 113 117 119 121 123 128 127 130 131

医科_入外計 100 100 102 103 106 111 113 115 117 118 121 122 125 127

医科_入院 100 100 103 105 108 115 117 120 121 123 126 127 131 133

医科_外来 100 100 101 102 104 106 109 110 112 113 117 116 118 119

歯科 100 97 97 100 99 101 103 105 105 108 110 112 113 115
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保険薬局 外来＋調剤 概算医療費 医科_入外計 

医科_入院 医科_外来 歯科 

H17年度=100とした場合の指数 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

診)整形外科 100 101 105 107 112 113 117 120 122 125 127 128 131 132

医科_病院 100 100 102 103 107 113 115 118 120 122 126 127 130 133

診)眼科 100 96 97 99 100 102 103 107 110 114 118 118 122 125

診)皮膚科 100 99 99 101 102 104 106 107 107 109 112 113 114 115

診)耳鼻咽喉科 100 101 102 104 102 108 108 110 108 113 115 113 116 117

医科_診療所 100 100 102 103 105 106 108 108 109 109 111 110 112 112
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２． 医療機関別・開設者別 医業・介護収益、費用、損益分岐点収益の経年変化 

 (１)一般病院 開設者別 100床あたり医業・介護収益、費用、損益分岐点収益の経年変化 

  （H23～30年度） 

○ 個人を除くいずれの開設者についても、収益は伸びているが、損益分岐点収益も同様に上昇基調である。 

○ 公立は、過去調査からの経年で見て医業・介護費用の増加率が（H23対H30年度では15.0ポイント）、医業・介護収益の増加率（同
8.1ポイント）を大きく上回っている。その結果、損益分岐点収益が上昇し、黒字を達成しにくい構造となっている。 

注） 損益分岐点収益は固定費÷（1－変動費÷医業・介護収益）で算出。 

医療

法人 
国立 公立 公的 

社保

法人 
個人 

国公

立を

除く 

全体 
医療

法人 
国立 公立 公的 

社保

法人 
個人 

国公

立を

除く 

全体 
医療

法人 
国立 公立 公的 

社保

法人 
個人 

国公

立を

除く 

全体 

医業・介護収益 医業・介護費用 損益分岐点収益 

H23年度 1,314 1,508 1,949 2,123 2,350 1,134 1,536 1,655 1,257 1,515 2,075 2,116 2,335 1,014 1,502 1,670 1,245 1,517 2,121 2,113 2,329 987 1,493 1,675

H24年度 1,324 1,555 1,993 2,193 2,393 1,138 1,564 1,689 1,266 1,556 2,108 2,174 2,392 1,023 1,521 1,695 1,254 1,556 2,149 2,167 2,392 997 1,510 1,696

H25年度 1,414 1,624 1,934 2,456 2,403 1,289 1,831 1,842 1,385 1,570 2,096 2,472 2,405 1,187 1,823 1,873 1,377 1,553 2,149 2,478 2,405 1,164 1,821 1,883

H26年度 1,445 1,628 1,967 2,476 2,418 1,249 1,860 1,870 1,417 1,633 2,189 2,535 2,428 1,171 1,865 1,929 1,410 1,635 2,261 2,559 2,431 1,155 1,867 1,947

H27年度 1,507 1,763 1,999 2,416 2,689 955 1,836 1,875 1,476 1,786 2,256 2,444 2,715 911 1,830 1,945 1,468 1,794 2,344 2,454 2,726 902 1,828 1,967

H28年度 1,508 1,781 2,022 2,434 2,662 933 1,839 1,885 1,481 1,815 2,299 2,455 2,729 904 1,836 1,964 1,474 1,827 2,393 2,463 2,756 898 1,836 1,989

H29年度 1,431 2,062 2,058 2,656 2,540 934 1,868 1,920 1,394 2,105 2,325 2,694 2,570 915 1,861 1,978 1,387 2,121 2,413 2,709 2,580 912 1,860 1,995

H30年度 1,454 2,116 2,107 2,729 2,650 930 1,910 1,965 1,413 2,165 2,386 2,737 2,623 896 1,893 2,017 1,405 2,183 2,477 2,739 2,614 890 1,888 2,032

0
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2,000
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（百万円） 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 



個人 
医療

法人 
全体 個人 

医療

法人 
全体 個人 

医療

法人 
全体 個人 

医療

法人 
全体 個人 

医療

法人 
全体 個人 

医療

法人 
全体 個人 法人 全体 個人 法人 全体 個人 法人 全体 

医業・介護収益 医業・介護費用 損益分岐点収益 医業・介護収益 医業・介護費用 損益分岐点収益 医業・介護収益 医業・介護費用 損益分岐点収益 

 

一般診療所 

 

歯科診療所 

 

保険薬局 

H23年度 89.8 162.2 128.0 64.4 152.9 111.3 57.6 151.0 107.6 42.0 75.3 48.2 31.1 70.2 38.5 30.1 69.6 37.5 97.6 168.4 162.4 87.2 157.8 151.8 64.8 136.5 130.5

H24年度 91.8 164.1 130.0 64.8 154.2 112.1 57.8 152.2 108.1 42.3 75.7 48.6 31.4 70.6 38.7 30.3 70.1 37.8 99.0 172.2 166.0 89.2 163.1 156.8 67.4 144.0 137.5

H25年度 91.1 174.6 132.1 64.0 157.9 110.8 57.0 154.4 105.9 40.7 81.3 48.8 27.9 74.7 37.3 26.8 74.1 36.3 100.5 187.4 181.1 87.6 170.3 164.3 61.4 139.9 134.3

H26年度 91.2 174.3 131.9 64.5 158.5 111.4 57.6 155.1 106.7 40.8 82.0 49.1 28.0 74.9 37.5 26.8 74.3 36.4 100.8 185.8 179.6 88.3 172.8 166.7 62.3 148.3 142.1

H27年度 85.3 168.8 127.8 59.4 157.4 110.0 52.9 155.0 106.1 39.1 89.2 47.4 28.0 85.0 37.5 26.9 84.6 36.5 106.0 176.3 172.3 95.6 161.7 157.9 74.3 133.9 130.6

H28年度 85.6 169.1 128.2 59.2 158.6 110.5 52.8 156.5 106.7 39.2 92.0 48.0 27.9 86.6 37.7 26.8 86.0 36.7 107.6 175.9 172.0 96.6 162.3 158.6 73.6 136.6 133.0

H29年度 85.0 174.4 138.4 57.9 163.7 120.4 51.8 161.5 116.6 42.0 95.6 54.1 30.2 87.0 43.2 29.1 86.3 42.2 95.7 197.5 191.7 85.4 184.2 178.6 63.4 158.3 152.9

H30年度 85.7 174.1 138.7 58.4 163.7 120.9 52.5 161.7 117.2 42.2 97.8 54.8 30.2 88.9 43.6 29.1 88.2 42.6 91.9 195.4 189.5 83.0 184.9 179.1 64.1 164.0 158.4
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２． 医療機関別・開設者別 医業・介護収益、費用、損益分岐点収益の経年変化 

 (２)一般診療所、歯科診療所、保険薬局 医業・介護収益、費用、損益分岐点収益の経年変化 

  （H23～30年度） 

○ 一般診療所の損益分岐点収益は、個人、医療法人それぞれ5,250万円、1億6,170万円であった（H30年度）。過去調査からの経年で見ると
個人が減少基調、医療法人が増加基調にある。 

○ 歯科診療所の損益分岐点収益は、個人、医療法人それぞれ2,910万円、8,820万円であった（H30年度）。 

○ 保険薬局の損益分岐点収益は個人、法人それぞれ6,410万円、1億6,400万円であった（H30年度）。 



耳鼻咽喉

科 
皮膚科 精神科 眼科 小児科 内科 外科 整形外科 産婦人科 全体 

耳鼻咽喉

科 
皮膚科 精神科 眼科 小児科 内科 外科 整形外科 産婦人科 全体 

個人 医療法人 

H23年度 34.3 33.4 32.1 35.0 32.7 26.8 24.7 27.9 24.7 28.3 5.2 8.4 4.6 5.3 9.4 5.8 3.7 4.5 7.3 5.7

H24年度 36.3 34.5 31.3 36.4 32.9 28.5 24.6 29.1 24.0 29.4 4.9 6.9 3.3 7.7 6.9 6.6 2.1 4.9 6.9 6.0

H25年度 41.6 36.2 34.2 34.4 33.3 28.6 27.1 25.3 17.0 29.8 9.6 14.1 5.1 18.8 8.6 7.6 13.6 14.5 5.0 9.6

H26年度 41.0 35.2 33.9 33.4 33.0 27.9 26.7 26.3 17.7 29.3 9.0 14.1 5.3 17.5 8.2 7.1 14.2 14.2 3.7 9.1

H27年度 40.9 35.6 42.7 35.4 29.1 29.5 21.6 27.0 19.2 30.4 10.4 7.5 10.6 4.4 5.0 6.4 4.5 6.8 10.2 6.8

H28年度 40.7 35.5 40.8 34.9 30.6 30.3 22.9 27.2 20.4 30.9 8.9 8.3 7.0 5.1 3.1 6.1 1.7 6.4 8.6 6.2

H29年度 36.1 43.1 34.0 37.2 31.6 31.7 21.4 27.9 33.3 31.9 3.5 5.2 4.3 7.3 8.5 4.7 1.3 3.2 8.7 6.1

H30年度 36.6 42.5 33.9 36.1 31.9 32.1 20.2 26.5 33.0 31.8 2.2 6.6 1.3 8.0 7.5 5.5 1.5 2.9 6.8 6.0

H23・H24年度施設数 54 49 17 69 46 361 53 58 36 773 53 44 19 68 66 400 50 98 45 862

H25・H26年度施設数 56 47 19 80 56 375 45 72 31 813 48 35 10 62 54 402 39 75 34 772

H27・H28年度施設数 52 42 33 83 50 420 46 55 22 837 56 49 27 64 52 388 50 91 41 858

H29・H30年度施設数 59 52 29 62 51 341 45 59 25 744 53 38 12 62 63 457 39 108 43 917
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○ 診療科ごとに損益差額率を見ると、個人・医療法人ともH23～H30年度にかけては全ての診療科において黒字である。 

○ 一般診療所の個人は、診療科別に見て20.2％（外科）～42.5％（皮膚科）の黒字であった（H30年度）。 

○ 一般診療所の医療法人は、診療科別に見て1.3％（精神科）～8.0％（眼科）の黒字であった（H30年度）。 

３． 一般診療所 開設者別・主たる診療科別 損益差額率の経年変化（H23～30年度） 

24 
注） 個人の診療所の損益差額率には院長給与等が含まれている。 

注）  H27年度以降は青色申告込の数値を採用している。 
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○ 医療法人と公立病院の差異を分析すると、医療従事者一人あたり収益は公立病院のほうが12％高いものの、職種別平均年収
は13％（薬剤師）～32％（医療技術員）の開きがあり、公立病院は収益に対して給与費が高い構造にある。 

○ 加えて、医薬品費率・委託費率・減価償却費率についても、医療法人と公立病院では1.7倍の開きがある。 

医療
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４． 一般病院の開設者別指標比較 

 （１）医療法人と公立病院の経営指標比較（H30年度） 

薬剤師 看護職員 
医療技術

員 

歯科衛生

士 
事務職員 

医療法人 525 455 408 340 375

公立 596 560 539 433 489

0

100

200

300

400

500

600

700

職種別平均年収（万円） 

医療法人 公立 

減価償却費率 3.9 8.1

医薬品費率 8.1 13.9

委託費率 5.5 8.8

5.5 

8.8 

8.1 

13.9 3.9 

8.1 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

医薬品費率・委託費率・減価償却費率（％） 

17.6 

30.7 



26 

○ 医療法人は、それ以外の開設者と比べて医師一人あたり事務職員および看護職員一人あたり看護補助職員がともに最多で、事務職員や
看護補助職員へのタスクシフトにより医師および看護職員の負担軽減が図られていると推測される（それぞれ2.3人、0.3人）。 

○ 働き方改革が重点課題となっているが、人手が不足している病院と需要に比べて人手が過剰な病院が混在しているのが実態である。 

医師 薬剤師 看護職員 看護補助職員 医療技術員 事務職員 その他職員 

医療法人 7.2 2.9 52.8 15.7 26.1 16.7 6.1

国立 16.2 4.0 76.5 2.4 18.1 7.4 4.5

公立 15.3 4.0 76.2 3.0 20.0 11.4 1.9

公的 20.3 4.7 92.5 7.0 24.5 20.4 5.8

社保法人 19.2 3.8 88.4 2.9 22.2 16.3 1.5

その他 16.5 4.4 79.6 10.6 32.1 22.2 4.7

0.0
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４． 一般病院の開設者別指標比較 

 （２）開設者別100床あたり職種別常勤職員数の比較（H30年度） 



 

【一般病院の集計】 

 公立病院は、H26年度から新会計基準が適用されたため、H25年度は旧会計基準、H26年度以降は新会計基準という二つの異なる計算方式
に基づく回答が提出されている。 

 公立病院はH25年度が旧会計基準、H26年度以降が新会計基準で集計されている。 

 一般病院全体等、公立病院と他の開設者別とが合算された値は、H25年度が旧会計基準、H26年度以降が新会計基準で集計されて
いる。 

 H25年度以降の一般病院のデータについて、全国施設数に基づく加重平均による損益状況が公表された。加重平均の方法は以下の通り。 

 （開設者別の集計結果×開設者別の全国施設数）の全開設者合計額/全国の施設数 

【開設者の定義】 

 「国立」とは、国、独立行政法人国立病院機構、国立大学法人、独立行政法人労働者健康安全機構、国立高度専門医療研究センター、独立
行政法人地域医療機能推進機構（JCHO）である。 

 「公立」とは、都道府県立、市町村立、地方独立行政法人立病院である。 

 「公的」とは、日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険団体連合会等である。 

 H27・H28・H29・H30年度における「社会保険関係法人」とは、健康保険組合およびその連合会、共済組合およびその連合会、国民健康保険
組合である。なお、本分析中では「社保法人」と省略する。 

 H23・H24年度において「社保法人」に含まれていた、全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会は、H26年度より
独立行政法人地域医療機能推進機構（JCHO）が直接運営することとなった。 

• このため、H25・26年度調査において、独立行政法人地域医療機能推進機構は「社保法人」に含まれているが、H27・H28・
H29・H30年度調査においては「国立」に含まれている。 

 病院の「その他」とは、公益法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協、会社、社会医療法人、その他の法人等である。 

 一般診療所および歯科診療所の全体の集計は、個人と法人の合計に加えて、その他（市町村立、国民健康保険組合、社会福祉法人、医療
生協等）を含む。 

【病院機能の定義・集計】 

 「こども病院（小児総合医療施設）」とは、 「小児・青年の高度で包括的な医療を目的として設立され、その設立の目的に従って運営される施
設」として、日本小児総合医療施設協議会が認めた施設をいう。 

 こども病院からは特定機能病院を除いている。 

 「特定機能病院」とは、医療法第４条の２の規定により、特定機能病院として厚生労働大臣の承認を得ている病院である。 

 DPC対象病院からは、特定機能病院、こども病院（小児総合医療施設）は除いている。 

Ⅴ 注釈 
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【保険薬局に関する用語定義】 

 H29・H30年度における「店舗数」とは、法人立の保険薬局の同一グループが、調査対象となった保険薬局の他に保険薬局を開設している場
合の、保険調剤を行っている店舗数。同一グループは、調剤基本料の施設基準における同一グループの考え方と同様に、次の１～４の基準
により判断（１．保険薬局の事業者の最終親会社、２．保険薬局の事業者の最終親会社の子会社、３．保険薬局の事業者の最終親会社の関
連会社、４．１から３までに掲げる者と保険薬局の運営に関するフランチャイズ契約を締結している者）。 

 H28年度以前の調査における「店舗数」とは、法人立の保険薬局の同一法人が、調査対象となった保険薬局の他に保険薬局を開設
している場合の、保険調剤を行っている店舗数。フランチャイズ店舗は除く。ホールディングス形態の場合も、ホールディングス全体
の店舗数ではなく同一法人単位の店舗数。 

 「処方箋集中率」とは、特定の保険医療機関に係る処方箋の受付回数を全ての処方箋の受付回数で除して得た値である。  

【職員の職種に関する用語定義】 

 「看護職員」とは、保健師、助産師、看護師、准看護師である。 

 「医療技術員」とは、診療放射線技師、臨床検査技師、栄養士、理学療法士、作業療法士等、医療に関わる専門技術員である（歯科衛生士お
よび歯科技工士は除く）。  

 「看護補助職員」とは、看護師、准看護師等の資格を持たない看護補助者（介護者）である。 

 「医療従事者」を本分析では、院長、医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、医療技術員、歯科衛生士、歯科技工士とした（看護補助職員は含  

まない）。 

  「医師」を本分析では、院長、医師、歯科医師とした。 

【収益・費用・経営指標等に関する用語】 

 損益差額とは、収益から医業・介護費用（保険薬局は費用）を差し引いた額である。 

 総損益差額率とは、損益差額にその他医業・介護関連収益を足し、その他医業・介護関連費用を差し引いた額を収益で除して算出している。 

 個人立病院の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充
てられることが考えられる。 

 給与費には、常勤職員および常勤以外の者の給料、賞与、退職給付引当金繰入額または退職金支払額、法定福利費を含む。 

 給料（本俸またはこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手当、役付手当、通勤手当等職員に支払った全てのものが含まれる。 
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